【声明】
国家安全保障戦略、新防衛計画の大綱、中期防の閣議決定に抗議する─秘密保護法実施、集団的自衛権行使容認で日本を戦争する国にさせない！
2013年12月18日
憲法会議（憲法改悪阻止各界連絡会議）
℡03-3261-9007　fax03-3261-5453
〒101-0051東京都千代田区神田神保町2-10　202
１．安倍・自公政権は12月17日、国家安全保障戦略、新防衛計画の大綱、中期防衛力整備計画を閣議決定しました。
憲法会議は、閣議決定に抗議し、その撤回を求めます。
2．国家安全保障戦略（NSS）は、外交・安全保障の中長期的な戦略として、今回始めて策定されました。「防衛計画の大綱」は、2010年民主党政権下で「動的防衛力」とした概念が見直され、「統合軌道防衛力」をかかげました。中期防は、防衛計画大綱をもとに2014年度から5年間の防衛力強化の内容と経費約24兆7千億円を定めるものです。

これらに共通する特徴は、安倍首相が国連などで語り続けている「積極的平和主義」にもとづくことと、過剰な中国敵視です。集団的自衛権行使や多国籍軍への参加をめざし、武器輸出3原則の撤廃、「力には力を」の対中国政策、南西地域の離島防衛任務を標榜する水陸両用部隊（海兵隊）の新設、無人偵察機やオスプレイの購入・配備、新型早期警戒管制機の導入などの装備の強化と自衛隊予算の増額などが盛り込まれています。また安全保障戦略には、「わが国と郷土を愛する心を養う」と「愛国心」が明記され、国民の内心に踏み込んでいます。
3．これらは、安倍自公政権が先に、国内外の猛烈な反対世論と批判を無視して「成立」を強行させた秘密保護法と国家安全保障会議設置、来年にも実現をねらう「国家安全保障基本法」などと結ぶ極めて危険な集団的自衛権行使、解釈改憲の動きです。安倍首相がかねてから企図していた「アメリカと肩を並べて戦争する国づくり」の第一歩となるものです。
4．こうした策動は断じて許せません。国民の多数は、9条改憲や集団的自衛権行使に反対していることが世論調査でも示されています。また秘密保護法をめぐって、広範な各界各層各分野の団体や人たちが、全国各地草の根から「反対」の声をあげました。「強行」された後もその怒りと行動が「廃止・撤廃」をかかげ力強く続いています。
　憲法会議は、これら広範な人びとと手を携え、日本を戦争する国にしようとする動きに断固として反対し、平和と民主主義を守り抜き、改憲を許さず、9条擁護、憲法を生かす社会の実現のために奮闘します。
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